（受）書式２
受託研究契約書

　受託者 地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪国際がんセンター（以下、「甲」という。）と委託者（以下、「乙」という。）との間に、研究の受託について、次のとおり契約を締結する。

（総則）

第１条　甲は、次の研究（以下、「受託研究」という。）を乙の委託により実施する。

（１）研究課題名

（２）研究の目的及び概要

（３）研究の実施期間　　令和　　　年　　　月　　　日から令和　　　年　　　月　　　日まで

（４）契約症例数  　  　　　　　　　　　　　　　　例

（５）研究責任医師　　　　　（所属・氏名）

（受託研究に要する経費の納付等）

第２条　受託研究に関して、甲が乙に請求する経費は、次の各号に掲げる額の合計とする。

（１）受託研究に要する経費のうち、診療に係らない事務的な経費等であって、受託研究の適正な実施に必要な経費（以下、「研究費」という。）
　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（消費税別）
（2）受託研究に要する診療に係る費用のうち、保険外併用療養費の支給対象とならない費用（以下、「支給対象外経費」という。）
２　前項の研究費に係る消費税は、消費税法第28条第1項、第29条及び地方税法第72条の82、第72条の83の規定並びに社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律第2条第5項及び同地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律第1条第1項に基づき算定した額を請求する。
３　乙は、第１項第２号による甲の請求内容について、説明を求めることができる。

４　乙は、第1項の研究費及び支給対象外経費を、各々甲の発行する請求書により以下の通り支払う。
（1） 研究費は、契約締結時に支払う
（2） 支給対象外経費は、甲の指定する期限までに納入する
５　甲は、支給対象外経費に係る請求書に当該患者の診療に際して実施した検査、画像診断、投薬及び注射の内容を添付するものとする。

６　甲は、納入された研究費及び支給対象外経費を乙に返還しないものとする。

（研究用試料等の提供）

第３条　乙は、別紙に掲げる研究用試料、受託研究を行うに当たって法令に基づき提供することとされている情報及び受託研究のために特別に必要な消耗器材、設備備品（以下、「研究用試料等」という。）をあらかじめ甲に提供しなければならない。

２　前項の研究用試料等の搬入、取り付け、取りはずし及び撤去に要する費用は、乙が負担する。

３　甲は、乙から提供された研究用試料等について保管・供用し、受託研究の終了後、消費した研究用試料及び消耗器材を除き、遅滞なく乙に返還する。

４　甲は、研究費により購入した消耗器材及び設備備品については、当該研究終了後も、これを乙に返還しない。

（受託研究の中止等）

第４条　甲は、天災その他止むを得ない事由により受託研究の継続が困難となった場合は、受託研究を中止し又は研究期間を延長することができる。

（受託研究結果の通知等）

第５条　甲は、受託研究を終了したときは、遅滞なくその研究結果を、乙に通知するものとする。

２　甲は、前条の規定に基づき、受託研究を中止しまたは延長した場合には、その事由を付し、遅滞なく乙に通知するものとする。

（受託研究結果の公表）

第６条　甲は、受託研究を実施することにより得られた結果等を公表する場合には、あらかじめ乙の承諾を受けなければならない。

２　前項により、甲が学術的意図に基づき学会・学会誌等に発表する場合には、乙の業務上秘密に属する場合を除き、乙はこれを拒んではならない。

（知的財産権）

第7条　受託研究の業務を担当する甲の職員が、受託研究に随伴して発明又は考案を行ったことにより生じた特許権、実用新案権及び意匠権その他これに準じる権利（以下「知的財産権」という。）を受ける権利は、その職員が取得するものとし、当該権利又は当該権利に基づく知的財産権は甲が承継するものとする。

２  前項に規定する権利又はその権利に基づく知的財産権で甲が承継したものについて、乙又は乙の指定する者から、優先的に実施したい旨の通知があった場合には、甲は受託研究の目的及びその事業化に必要な範囲において、乙又は乙の指定する者に対し優先的実施権を許諾するものとし、その詳細は甲乙間で別途協議して決定する。
（賠償責任）

第８条　受託研究の実施に起因して第三者に対する損害が発生した場合は、その損害が甲の責に帰すべき場合を除き、乙が一切の賠償責任を負担する。

２　甲は、第３条の規定により乙から提供を受けた研究用試料等が滅失又は毀損したことにより、乙が損害を受けた場合においても、甲の故意又は重大な過失に基づく場合を除きその賠償責任を負わない。

３　甲は、第４条に規定する受託研究の中止又は延長により生じる一切の損害につき、その責任を負わない。

（契約の解除）

第９条　甲又は乙は、一方の当事者がこの契約に違反した場合には、相手方に対しこの契約を解除することができる。

（その他）

第10条　この契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議して定める。

　この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

　　令和　　　 年 　　  月 　  　日

　　　　 　 　　　　　　甲　　（受　託　者）    大阪市中央区大手前三丁目1番69号
　　　　　 　 　　　　　　　　　　　代表者　　　地方独立行政法人大阪府立病院機構

   　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　   大阪国際がんセンター

      　                 　 　　　              　　総長      松浦　成昭
               　　　　 乙 　 （委　託　者）

別紙
　　　　　　　　　　　研究用試料等（第３条第１項関係）
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